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                      スマートコミュニティ部 
１．件 名：国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業 

 

２．根拠法 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第４号及び第９号 

 
３．背景及び目的・目標 

世界の一次エネルギー需要は、ＩＥＡによると世界各国で省エネルギー政策を採用したとしても２０

３５年には２００８年比で約３６％増加する見込みである。また増加の大部分は非ＯＥＣＤ諸国であり、

インフラ整備に積極的なこうした国々をはじめとする地域に、エネルギー消費拡大を抑制し、地球温暖

化防止を図るために、日本の優れたエネルギー技術・システムを普及させる意義は大きい。 

本事業では、我が国のエネルギー・環境分野における優れた技術力を強みに、エネルギー技術・シス

テムを海外に積極的に展開・普及し、今後市場の形成が見込まれるスマートコミュニティ分野をはじめ、

民生・運輸などの省エネルギー・再生可能エネルギー分野での市場展開を図り、我が国及び世界のエネ

ルギーセキュリティに貢献するとともに、ＣＯ２の削減や我が国の経済成長につなげる。 

 
４．実施内容及び進捗（達成）状況 

４．１ 平成２５年度（委託）事業内容 

（１）国際エネルギー消費効率化等技術システム実証事業（普及促進事業） 

①基礎事業 

①－１基礎調査 

平成２５年度においては、効果的・戦略的な事業展開を図るため、その基礎となる関係情報

データの収集・整備、エネルギー多消費分野・技術実態を踏まえた重点対象分野の調査・分析

を行った。また、対象国での展開が有望な我が国技術の調査分析及び政府機関関係者との交流

を通じた協力関係の構築等の基盤整備事業及び我が国の企業による省エネルギー・石油代替エ

ネルギー技術の導入推進事業を対象とし、対象国での普及可能性等の調査を行った。 

 

①－２ 工業団地へのピンチテクノロジーによる省エネ診断事業 

工業団地の造成が進みエネルギー使用量も増大している新興国等を対象に、複数工場での熱

エネルギー共有を実現することで、単一工場での枠を超えた大幅な省エネルギーの達成を目的

とした事業を実施し、成果報告会を開催した。 

 

 ①－３ 石炭高効率利用システム案件等形成調査事業 

石炭高効率発電や石炭ガス化技術、二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）などの石炭高効率利用

システムを対象とし、海外への普及の促進により我が国の経済成長と世界のＣＯ２削減の同時

達成を図ることを目的として、案件形成までの調査・試験を実施した。 

 

 ①－４ スマートコミュニティ推進調査等事業 

スマートコミュニティ推進に係る国内外の動向把握のための意見交換、情報収集等業務や国

際標準化に向けた活動等を実施した。 
 

   ②技術・システム実証事業実施可能性調査 

 新たな技術普及協力事業候補案件の事業化可能性について、相手国の政府機関、サイト候

補企業等との協議、条件調整を含む具体的な事業実施に向け必要な実施可能性調査を行った。 
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③フォローアップ事業 

実証事業を行った技術の相手国における普及を促進するため、相手国に専門家を派遣し導

入設備を利用した際の技術的指導を実施した。 

 

（２）国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業（技術・システム実証事業） 
平成２５年度において、継続事業については、前年度に引き続き当該国での設備設置等事

業を推進し、新規事業については、関係者との事業立ち上げにかかる最終的な調整及び設備

装置の設計等を行った。 
 

４．２ 実績推移 

（百万円） 

年度 
Ｈ５～１９年度 

（総額実績） 

Ｈ２０年度 

（実績） 

Ｈ２１年度 

（実績） 

Ｈ２２年度 

（実績） 

執行額 ７８，２８７ ３，１０２ ３，４５５ ６，９７９ 

年度 
Ｈ２３年度 

（実績） 

Ｈ２４年度 

（実績） 

Ｈ２５年度 

（予算額） 
合 計 

執行額 １１，３６１ １２，５５１ ２０，５００ １３６，２３５

 

※Ｈ５～２１  ：国際エネルギー消費効率化等モデル事業 

Ｈ２２    ：国際エネルギー消費効率化等技術普及協力事業 

Ｈ２３～２５ ：国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業 

 
５．事業内容 

５．１ 平成２６年度（委託）事業内容 
国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業 

我が国が強みを有するエネルギー技術・システムの世界的な普及を実現していくため、ＮＥＤＯが

我が国の強みを有する技術・システムを特定するとともに、相手国における技術・システムに係るニ

ーズや潜在的な普及ポテンシャルを想定した上で、産業界のきめ細やかなニーズを取り込むための工

夫を行いつつ、実証案件を構築していく。また、実証事業の開始に当たっては、ＮＥＤＯが外部有識

者の協力を得つつ、実証事業の実現可能性や技術・システムの普及性等を適切に評価するとともに、

ＮＥＤＯと相手国政府・公的機関等との間で基本協定書（ＭＯＵ）等を締結するなど、相手国からの

協力を引き出し、事業の着実な進展と成果の最大化に資するよう、事業を遂行する。さらには、事業

終了後も、技術・システムの更なる普及に向け、必要な案件については、フォローアップ事業を実施

するなど、成果の達成に向けた取組を進めて行く。 

このような取組を円滑に進めるため、原則、実証前調査、実証事業、フォローアップ事業について

は、一体的に進めていくことが適切であることから、これら一連の事業を包括する基本契約を締結す

ることとする。 

また、当該実証事業の実施にあたり、当該実証事業が成功裏に完了し、民間企業による技術・シス

テムの普及が促進した場合には、当該民間企業にも一定の裨益が認められることから、政策当局の要

請を踏まえ、実証事業については、費用のうちＮＥＤＯは、主たる経費である機械装置等費のみ（主

たる経費が機械装置等費でない場合は労務費のみ）を負担することとするとともに、実証前調査及び

フォローアップについては、費用のうちＮＥＤＯは、主たる経費である労務費のみ（主たる経費が労

務費でない場合はその他経費のみ）を負担することとし、それ以外の費目に関しては委託先企業の負

担にすることとする。ただし、平成２１年度以前の旧スキームにて実施されたものは、従前のとおり

とする。 

 

（１）技術・システム実証事業 

① 実証前調査 

新たな実証事業候補案件の事業化可能性について、相手国の政府機関、サイト候補企業等
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との協議、条件調整を含む具体的な事業実施に向け必要な実証前調査を行う。 

［実 施 期 間］原則１年以内とする。 

［調査テーマの規模］３０百万円程度を目安とする。 

［実 施 予 定 件 数］実施予定件数は定めずに、本事業の予算内で採択する。 

 

② 実証事業 

実証事業の実現可能性と技術・システムの普及性が認められたものについては、実証事業

を行う。なお、当該事業実施に当たって、ＮＥＤＯは委託により実施するが、その実施内容

に応じた主たる費用を対象とし、その他の事業実施にかかる費用は委託先の負担とする。た

だし、旧来スキームにて実施されているものは従前のとおりとする。実証事業化を図ること

が決定した案件については、ＭＯＵ等の締結を実施する。なお、継続事業の実証テーマごと

の事業内容については、別紙１に定めるほか、新規事業の事業内容については、実証事業化

を決定した後、定める。 

［実 施 期 間］原則、３年（３６ヶ月）以内とする。ただし、事業規模等により、当

初実施期間内に十分な実証が行えない場合は、事業目的の達成に必要

な期間とする。 

［事業テーマの規模］３，０００百万円程度を目安とする。 

［実 施 予 定 件 数］実施予定件数は定めずに事業化評価等を経て実施を決定する。 

 

（２）普及促進事業 

本事業では、実証事業を通じて有効性が明らかとなった技術・システムの社会実装を図るため、

事業実施国政府や実証サイト企業、日本企業とともに普及活動を推進し、広範な普及につとめる。

また、これまでに実施した実証事業の成果・経験に基づき、両国政府・産業界関係者のニーズ・

シーズを踏まえ、新たな実証案件の形成に必要な情報収集を実施する。 

また、石炭高効率利用システムを対象とし、海外への普及の促進により我が国の経済成長と世

界のＣＯ２削減の同時達成を図ることを目的として、我が国技術の普及の可能性調査・試験、合

理化検討を実施する。 

① フォローアップ事業 

相手国において実証事業を実施した技術・システムの普及を促進するため、相手国のみな

らず条件の近い事業実施国の周辺国も想定した上で、導入設備を利用した研修・セミナーの

開催やマスタープランの作成、普及促進策の分析や対象サイトへの省エネ診断の実施、専門

家の派遣、相手国や周辺国における技術ニーズや現地のエネルギー状況等の情報収集等を実

施する。 

 

② 実証要件適合性等調査 

効果的・戦略的な事業展開を図るため、対象国におけるエネルギー消費実態等の情報収集、

これらを踏まえたエネルギー有効利用方策、有望分野・重点分野等の調査分析、相手国専門

家や普及に係る意思決定者等の招聘研修を含め相手国政府機関等関係者との交流を通じた

協力関係の構築を行う。我が国企業を中心としたコンソーシアム等による対象国でのエネル

ギー技術・システムの導入推進事業を対象とし、両国政府・産業界関係者が有するシーズ、

ニーズ等に関する情報収集、マスタープランの作成、普及促進策の分析や対象サイトへの省

エネ診断を実施し、相手国に提言していく。このような取り組みを通じて、これまでに実施

した成果・経験を踏まえ、実証事業の要件への適合性等を検討する。 

［実 施 期 間］原則、１年以内とする。 

［調査テーマの規模］原則、２０百万円以内とする（ただし、対象範囲が広いものについて

はこの限りではない）。 

［実 施 予 定 件 数］実施予定件数は定めずに、本事業の予算内で採択する。 

 

③ スマートコミュニティ推進調査等事業 

スマートコミュニティ推進に係る国内外の動向把握のための意見交換、情報収集等業務や

国際標準化に向けた活動等を実施する。 

［実 施 期 間］平成２２年度～平成２６年度 
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［調査事業の規模］１６０百万円以内とする。 

 

④ 石炭高効率利用システム案件等形成調査事業 

石炭高効率発電や石炭ガス化技術、未利用炭利用技術、改質・乾燥技術、二酸化炭素回収・

貯留（ＣＣＳ）などの石炭高効率利用システムを対象とし、海外への普及の促進により我が

国の経済成長と世界のＣＯ２削減の同時達成を図ることを目的として、我が国技術の普及の

可能性調査・試験、合理化検討を実施する。 

［実 施 期 間］原則、平成２３年～平成２７年度。 

［調査事業の規模］原則、１，１９５百万円以内とする。 

［調査テーマの規模］原則、２００百万円以内とする。 

［実 施 予 定 件 数］実施予定件数は定めずに、本調査事業の予算内で採択する。 

 

その他の新規事業については、テーマや対象を決定次第、公募し、実施する。 

 

 

 

 ５．２ 平成２６年度事業規模 

○エネルギー対策特別会計（需給勘定）   約２２，０００百万円（交付金）（継続） 
（注）事業規模については、変動があり得る。 
 

６．事業の実施方式 

６．１ 公募 

（１）掲載する媒体 
ＮＥＤＯホームページで行う。 

（２）公募開始前の事前周知 
公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

（３）公募時期・回数 
事業の進捗を踏まえ、適宜実施する。また相手国との調整状況等により、年度内に平成２７年

度事業の公募を行う可能性がある。 

（４）公募期間 
原則３０日間以上とする。 

（５）公募説明会 
川崎等で開催する。 

 
６．２ 採択方法 

（１）審査方法 
提案者の審査・選定は、提案者に対してヒアリング等を実施した上で、ＮＥＤＯが設置する採

択審査委員会（学識経験者、産業界出身者等の外部有識者で構成）等の審査を経て、ＮＥＤＯが

決定する。また、必要に応じて、検討技術内容に特化した技術検討委員会を開催する。 
なお、審査プロセスは非公開とする。 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 
６０日間以内とする。 

（３）採択結果の通知 
採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお、不採択の場合は、明確な理由を

添えて通知する。 
 （４）採択結果の公表 
    採択案件については、提案者の名称、実施テーマの名称、概要を公表する。 
 
７．その他重要事項 
（１）評価 

ＮＥＤＯは、我が国の政策的及び技術的な観点及び事業の意義、成果及び普及効果等の観点か

ら、事業評価を事業実施後速やかに実施する。 
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（２）運営・管理 
事業化が決定した案件については、適宜実施方針を改定する。 

（３）基本契約書の締結 
国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業に関しては、原則、実証前調査、実証事

業、フォローアップ事業の一連の事業を包括する基本契約書を締結する。 
 （４）複数年度契約の実施 
    各案件の進捗に応じ、必要なものは複数年度契約を行う。 
 
８．年間スケジュール 

（１）本年度のスケジュール 
  ・各国政府機関及びサイト候補機関との調整が整い次第新規事業の公募を開始する。また、本年度

は産業界のきめ細やかなニーズに十分配慮し、小規模な案件についても採択されるよう公募の工

夫をしつつ、新規事業を立ち上げる。 
・その他継続事業については、前年度に引き続き実施する。 

 
（２）来年度の公募について 

・実証前調査、実証事業については、新規事業立ち上げが決定次第、関係機関とのすり合わせを経

た上で適宜公募を開始する。ただし、実証事業の内容は別途実証事業化決定時に実施方針別紙に

て定める。年度内に平成２７年度事業の公募を行う可能性がある。 
・普及促進事業については、テーマや対象を決定次第、公募を開始する。 

 
９．実施方針の改定履歴 

（１）平成２６年３月 制定 

（２）平成２６年５月 事業の実施期間の延長 

（３）平成２６年７月 「５．（２）④石炭高効率利用システム案件形成調査事業」実施期間変更 

（４）平成２６年１１月 事業の追加、事業の実施期間の延長と体制変更 
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別紙１ 

１．  焼結クーラー排熱回収設備モデル事業（インド） 

２．  下水処理場における汚泥等混焼発電モデル事業（中国） 

３．  米国ニューメキシコ州における日米スマートグリッド実証 

４．  都市廃棄物高効率エネルギー回収技術実証事業（中国） 

５．  産業廃棄物発電技術実証事業（ベトナム） 

６．  ハワイにおける日米共同世界最先端の離島型スマートグリッド実証事業 

７．  馬鈴薯澱粉残渣からのバイオエタノール製造実証事業（中国） 

８．  キャッサバパルプからのバイオエタノール製造技術実証事業（タイ） 

９．  酵素法によるバイオマスエタノール製造技術実証事業（タイ） 

１０． 大規模太陽光発電システム等を利用した技術実証事業（インド） 

１１． フランス・リヨン再開発地域におけるスマートコミュニティ実証事業 
１２． スペインにおけるスマートコミュニティ実証事業 

１３． 省エネビル（ニューヨーク州立大学）実証事業（アメリカ） 

１４． 中華人民共和国 江西省共青城におけるスマートコミュニティ技術実証事業 

１５． 膜技術を用いた省エネ型排水再生システム技術実証事業（サウジアラビア） 

１６． インドネシア共和国・ジャワ島の工業団地におけるスマートコミュニティ実証事業 

１７． 携帯電話基地局エネルギーマネジメントシステム実証事業（インド） 
１８． 省エネルギービル実証事業（中国・上海） 

１９． 英国・マンチェスターにおけるスマートコミュニティ実証事業 
２０． １０分間充電運行による大型 EV バス実証事業（マレーシア） 
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 （別紙１－１） 

プロジェクト番号：P93050 
 

１．件 名： 
  焼結クーラー排熱回収設備モデル事業（インド） 
 
２．背景及び目的・目標 

インドは依然著しい経済成長を続け、それに伴うエネルギー消費量の増大、環境問題が喫緊の課

題となっている。インドにおける代表的なエネルギー多消費産業であり、かつ、今後の粗鋼生産量

の大幅増加が見込まれる鉄鋼業界に対して、我が国の鉄鋼業界において実績のある省エネルギー技

術を導入し、省エネルギー対策を進めることは、我が国のエネルギーセキュリティ上も非常に重要

である。（インド鉄鋼省は、国内粗鋼生産量が２００４年度の３，８００万 t/y から２０１９年度に

は１．１億 t/y へと、大幅に増加するものと予測している。） 
かかる状況下、本事業は、インド鉄鋼業に焼結クーラー排熱回収設備を導入して、我が国の優れ

た省エネ技術の有効性を実証することにより、本技術のインド国内への普及を図るものである。 
・省エネルギー効果目標値 ： 約 ３８，５００ toe/y 
・温室効果ガス削減目標値 ： 約１１７，０００ t-CO２/y 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２０年度～２６年度 
３．２ 実施内容 

本事業は、インド国 Visakhapatnam 市において、高炉一貫製鉄所であるＲＩＮＬ社ＶＩＺＡＧ

製鉄所の既設焼結クーラーに対して、焼結鉱冷却の際に排出する排熱を回収して蒸気を生成するボ

イラと、その蒸気を電力変換するタービン・発電機等から成る排熱回収設備導入し、その有効性を

実証する。さらに、モデルプラントの実証運転、普及セミナー等を通じて、本技術のインド国内へ

の普及を推進する。 

 
 
 
①現地調査・協定関連業務 

実施サイトの事前詳細調査、協定付属書（ＩＤ）の締結等に係る業務を実施する。また、Ｎ

ＥＤＯが実施する基本協定書（ＭＯＵ）の締結に係る業務への支援を行う。 
②設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 
③機器製作・輸送 

設備機器の製作及び輸送を実施する。 
④据付・試運転 

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 
⑤実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 
⑥普及活動 

インド国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 
 
 
 

ＮＥＤＯ 

［実施体制］ 

インド 財務省 

    鉄鋼省 

スチールプランテック（株） ＲＩＮＬ社 

基本協定書（ＭＯＵ）

委託 協力指示 

協定付属書（ＩＤ）
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⑦ＣＤＭ関連業務 
ＣＤＭ事業として国連登録に必要な作業（方法論の詳細検討及びＰＤＤの整備）を行う。 
※京都議定書第一約束期間の満了に伴い、平成２５年度以降は、ＣＤＭ関連業務はおこなわ

ない。 
 

 ３．３ 進捗（達成）状況 

①現地調査・協定関連業務 
実施サイトの事前詳細調査、協定付属書（ＩＤ）の締結等に係る業務を実施し、基本協定書

（ＭＯＵ）の締結を行った。 
②設計 
・ 日本側所掌設備（ボイラ、タービン、発電機、電気・制御機器等）の詳細設計を実施した。 
・ 日本側にて設計し、インド側にて製作する機器について詳細設計を実施した。 
・ インド側にて手配・製作する設備について、詳細設計等に協力した。 

③機器製作・輸送 
・ 日本側所掌設備の製作と設備の輸送をおこなった。 

④据付・試運転 
・ 日本側指導の下、インド側にて設備機器の据付工事を実施した。 
・ 日本側指導の下、設備の試運転を実施した。 

 ⑤実証運転 
・  日本側指導の下、設備の実証運転を行い、設備の実用性のデータを取った。 

⑦ＣＤＭ関連業務 
・ 方法論の調査及びＣＤＭ事業として国連登録に必要な準備作業を一部実施した。 

 
４．平成２６年度事業内容 

⑤実証運転 
・ 引き続き設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 
⑥普及活動 
・ 普及活動に使用するビデオ、パンフレット等の製作を実施する。 
・  実証データをもとに成果普及セミナーを開催する。 

 
 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ０ 百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
 （注１）事業期間は、事業の進捗状況により、変動することがあり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－２） 

プロジェクト番号：P93050 
１．件 名： 

  下水処理場における汚泥等混焼発電モデル事業（中国） 
 
２．背景及び目的・目標 

中国では第１１次５カ年計画をはじめとする循環経済・環境友好型の社会形成を目指した様々な政

策が打ち出されている。下水処理場の建設もこの一つであるが、下水処理に伴い発生する汚泥はその

ほとんどが簡易埋立処理されている。また、余剰の農業系バイオマスは多くが現地焼却されており、

環境破壊の一因となっている。このことから、未利用エネルギーの活用である下水汚泥と農業系バイ

オマス等の混焼発電技術を導入し、エネルギーの有効利用及び環境保全対策を行うことは非常に有効

であると考えられる。 

本モデル事業では、中国の下水処理場に、我が国で開発された「下水汚泥と農業系バイオマス等の

混焼発電」技術を導入することで、下水処理場の使用電力を低減させながら環境改善を図ることを目

的とする。また当該技術の有効性を実証し、その普及を図ることで化石燃料消費削減及びＣＯ２排出

削減に寄与し、ひいてはエネルギー需給緩和に資することを目的とする。 

 

〔実証事業の目標〕 

・石油代替エネルギー効果目標値： ３，９００toe/年  

・温室効果ガス削減目標値： １２，０００t-CO2/年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２２年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

中国安徽省にある蕪湖市朱家橋下水処理場において、下水処理に伴い発生する汚泥を稲わらに代

表される余剰農業系バイオマス等とともに燃焼処理し、排熱回収ボイラにより熱回収して蒸気ター

ビンによる発電を行うことによって、エネルギーの有効利用と温室効果ガス排出削減を図るととも

に、下水処理場の電力消費量及び下水汚泥の発生量削減を図る。 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ①現地調査 

実施サイトの詳細調査を中国側と共同で実施する。 

②設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

③機器製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

［実施体制］ 

中国国家発展改革委員会 

蕪湖市朱家橋環保発電有限公司

 
（出資元） 
・金鼎ボイラ有限公司 
・蕪湖市建設投資有限公司 

ＮＥＤＯ 

日揮（株） 

対象国 日 本 

協定付属書（ＩＤ）

基本協定書（ＭＯＵ）

委託 指示・協力 
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④据付・試運転 

日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑤実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実効性及び代エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑥普及活動 

中国国内への技術普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

  ①現地調査 

・ 実施サイトの詳細調査を中国側と共同で実施した。 

・ ＭＯＵ及びＩＤ締結にかかる準備を行った。 

②設計 

・ 相手国側が求めるスペックに適応した設計に着手した。 

 
４．平成２６年度事業内容 

  ①現地調査 
・ 実施サイトの詳細調査を中国側と共同で実施する。 

②設計 
・ 中国側と共同で設備の基本設計、詳細設計を実施する。 
・ 設備の設計、工事に必要な許認可手続き等を行う。 

③機器製作・輸送 
・ 主要設備の製作を開始する。 

④据付・試運転 
・ 機器据付のための土木・建築工事に着手する。 
 

 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １４３７百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－３） 
プロジェクト番号：P93050 

 

１．件 名： 

「米国ニューメキシコ州における日米スマートグリッド実証」 
 
２．背景及び目的・目標 

米国では電力系統の増強を目指した連邦予算が計上され、それを受け各地でスマートグリッドの研

究が加速されつつある。また同時に関連技術やシステム等に関する国際標準化についても急速に議論

が進められている。かねてより経済産業省と協力関係を築いていた米ニューメキシコ州政府は、統合

的なスマートグリッドの技術開発及び実証を推進するべく、グリーングリッドイニシアティブ（以下、

ＧＧＩという）を立ち上げ、ニューメキシコ州内５つのサイトで実証研究を展開することを計画して

いる。ＮＥＤＯは、これまで培ってきた我が国の系統連系技術の世界的展開を睨み、ニューメキシコ

州においてＧＧＩと連携し、日米共同のスマートグリッドに関する実証研究を展開する。  

出力変動する再生可能エネルギーの系統連系については、資源エネルギー庁電力・ガス事業部に設

けられた次世代送配電ネットワーク研究会において技術的側面の検討が始まっており、また経済産業

省産業技術環境局においては、次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に関する研究会が立ち上

げられている。また、ＮＥＤＯでは、これまでに、出力が気象条件の影響を受ける変動電源（ＰＶ等）

と、高効率コジェネ等その他のエネルギーを適正に組み合わせ、これらを制御するシステムを構築す

ることにより、安定した電力・熱供給を行うとともに、連系する電力系統へ極力影響を与えない供給

システムに関する実証研究を実施してきている。また、ＰＶを系統に集中連系するモデル事業や、単

独運転検出装置の複数台連系試験方法についての検討を実施してきている。  

これらの成果も踏まえつつ、本実証研究ではＰＶなどの再生可能エネルギーを大量導入した配電線

において、情報通信技術を用い、蓄電池や蓄熱等の需要側機器を協調制御することにより、再生可能

エネルギーの出力変動による影響を最小化するような配電線規模でのマイクログリッドを構築する。

米国におけるこれら実証研究を通じ、①我が国では規制等により実施が困難な技術や我が国と異なる

環境における各種装置の性能を検証し、我が国における今後のスマートグリッド研究開発にデータ・

知見をフィードバックする、②我が国のエネルギー機器の実系統への導入・実証を通じ、我が国機器

メーカの米国をはじめとする世界展開への足掛かりとする、③本実証研究で得られる様々なデータを

有効に活用することにより、今後早急に進むと予測されるスマートグリッド標準化活動に資すること

を目的とする。  

また、本実証研究は経済産業省「技術戦略マップ２００９」（エネルギー分野）の「総合エネルギ

ー効率向上」および「新エネルギー開発・導入促進」に掲載されている以下の技術の実証、導入促進

に寄与するものである。  

・新電力供給システム  

・エネルギーマネジメントシステム  

・電力貯蔵、蓄熱  

・高効率コジェネ  

・太陽光発電、風力発電 

 

〔実証研究の目標〕  

・最終目標（平成２５年度末。ただし、下記①およびそれに付帯する取りまとめのみ、平成２６年度

末）  

① ＰＶが大量導入された配電線において、配電系統側で自律的にアンシラリーサービスを調達する上

での蓄電技術を確立するとともに、リアルタイム料金制度によるデマンドレスポンスの効果を計測

し、有効性を実証する。  

② ＰＶなどの再生可能エネルギー大量導入時に必要と考えられる、余剰電力を吸収するデマンドレス

ポンス効果を最大限発揮するような宅内エネルギーマネジメントシステム（以下、ＥＭＳという）

を、ＰＶと蓄電池、蓄熱機器などを導入した実証ハウスにおいて具体化し、実証する。  

③ ＰＶ出力変動を吸収するようなアンシラリー供給が可能なビルを構築するため、ビル側ＥＭＳを開

発し、その有効性を実証試験により検証することにより、再生可能エネルギーの有効活用が可能な

電力系統の構築に資することとする。また、高信頼度供給を実証する自立運転技術を実証する。  
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④ マイクログリッドが系統に及ぼす効果、信頼性、経済性及び環境性に関する影響を定量的に検証す

る。また、スマートグリッドに必要となる保安技術、情報技術を検証し、評価方法を確立する。あ

わせて、並行して進められるスマートグリッド標準化活動を支援するデータ、知見をまとめること

で、我が国のスマートグリッド関連国際標準化活動に貢献する。  

・中間目標（平成２３年度）  

最終目標を達成するために、同目標①、②、③に関し、事前検討及びシミュレーションによるシス

テムの詳細設計及び構成機器の製作を行う。同目標④に関しては、スマートグリッドの技術面におけ

る効果や信頼性、経済性及び環境性に関する検討項目を詳細化する。あわせて、全ての最終目標達成

のための方策やプロセスを明らかにする。また、米国との共同研究体制を通じ、米国の標準化活動に

参加する有識者との交流を確立する。 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 実施期間  

平成２２年度～２６年度 （上記①およびそれに付帯する取りまとめのみ、平成２６年度まで実施。

それ以外の実証は当初予定通り平成２５年度まで実施） 

 

３．２ 実施内容  

- ロスアラモス郡におけるスマートグリッド実証：１MVのPVが導入された実際の配電系統を利

用し、蓄電池によりPVの変動吸収をしつつ、配電系統の電力潮流を既存電力システムと協調

し最適なエネルギーマネジメントを実証。 

- ロスアラモス郡におけるスマートハウス実証：家庭内のエネルギー機器（PV、蓄電池、ヒート

ポンプ、家電）の最適運転により、エネルギー消費の最適コントロールを実証。 

- アルバカーキ市における商業地域スマートグリッド実証：電力系統から切り離された自立運転

可能なビルの運転システムを、蓄電池、ガスエンジン、燃料電池、蓄熱槽、PV等により構築

し、系統側とも協調した上で電気と熱の統合制御により、高い信頼度を有するビルのエネルギ

ーマネジメントを実証。 

- 全体総括研究：スマートグリッド全体のとりまとめ、PV等分散化電源の評価、サイバーセキュ

リティ、分散化電源の保安技術の検討、モデルシミュレーションの開発、データマネジメント。 

 

ＮＥＤＯからの受託者とニューメキシコ州の関係機関は、本実証研究事業の実施の詳細を規定す

る協定付属書（ＩＤ）を締結し、以下に掲げる事項について、下記のフェーズにて共同で実証研究を

実施する。  

ⅰ．詳細調査・設計  

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

ⅱ．製作・輸送  

設備機器の製作・輸送を実施する。 

ⅲ．据付・試運転  

設備機器の据付・試運転を実施する。 

ⅳ．実証運転・普及啓発 

設備の実証運転を行い、設備の実現性及びエネルギー技術の有効性を実証する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

平成２２年度から一部機器の現地据付け工事に着手していた実証サイトの構築が、平成２４年５

月にアルバカーキサイト、平成２４年９月にロスアラモスサイト（スマートハウス含む）が完了し、

実証運転を開始すると共に実証データの取得を開始した。また、外部有識者を招聘した日米合同ワー

クショップを開催し、本実証事業内容についてピュアレビューを受けると共にＪＳＣＡ会員、ＤＯＥ、

および米国国立研究所等を招待し、本プロジェクトの取り組みについて広くアピールした。 

また平成２５年度夏よりロスアラモス地域にて約 900 軒の需要家を対象にデマンドレスポンス実

証を開始した。平成２５年１２月にデマンドレスポンス実証等を通じて得られた研究成果の共有、発

信を目的とした有識者による日米合同ワークショップを開催した。 

 
４．平成２６年度事業内容 



１３ 
 

平成２５年度に引き続き、デマンドレスポンスの効果について実証研究を行う。また、実証サイ

トから取得するデータの評価を行い、成果報告を取り纏める。具体的には、デマンドレスポンス実

証試験から得られた需要家の価格反応モデルを用いて、平成２５年度のデータと比較検討のうえ、

シミュレーションによりデマンドレスポンスによる蓄電池削減効果等を評価する。 
 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １８０百万円 
 
６．その他重要事項 

６．１ 評価  

平成２５年度で終了する実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者

による事後評価を平成２６年度に実施する予定である。  

 

６．２ 運営管理  

実証研究全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者と密接な

関係を維持しつつ、本実証研究の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的に

は、必要に応じて、ＮＥＤＯが国内に設置する委員会、日米共同で設置する委員会及び技術検討

会等、外部有識者の意見を運営管理に反映させる。  

 

６．３ その他  

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。  

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。  

（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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７．実施体制 
 
全体総括図 
プロジェクトリーダー：諸住 哲（NEDO スマートコミュニティ部 統括研究員） 
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Ⅰ．ロスアラモス郡におけるスマートグリッド実証 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                       ※東芝のみ平成 26 年度まで実施 
 
 

ＮＥＤＯ 

（株）東芝 
・サイト取りまとめ  
・系統 EMS、需要・PV 発電予測、ﾘｱﾙﾀｲﾑﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ、通信 
（株）日立製作所   
・系統機器設置取りまとめ 
・鉛蓄電池 
京セラ（株） 
・PV 設置取りまとめ  
・大規模 PV システム  
日本ガイシ（株） 
・NAS 電池  
伊藤忠テクノソリューションズ（株） 
・PV 発電予測  
日本電気（株） 
・PLC 通信（電力線通信：系統側～住宅） 
 清水建設ＳＮＡ（清水建設現地法人）  
・現地工事業務  
東芝ＵＳＡ（東芝現地法人）  
・現地運転、計測業務  

日本法人委託契約 

米国法人請負契約 
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Ⅱ．ロスアラモス郡におけるＮＥＤＯスマートハウス実証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ 

京セラ（株） 
・サイト取りまとめ  
・HEMS、PV、PCS、（蓄電池）、蓄熱、宅内通信  
シャープ（株） 
・HEMS、家電  
日本電気（株）  
・需給安定化装置、（蓄電池）  
清水建設ＳＮＡ（清水建設現地法人）  
・現地工事業務  
京セラＵＳＡ（京セラ現地法人）  
・現地運転、計測業務  
 

日本法人委託契約 

米国法人請負契約 
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Ⅲ．アルバカーキ市における商業地域スマートグリッド実証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（株）東芝  
清水建設（株）  
シャープ（株）  
（株）明電舎  
 ・サイト取りまとめ  
 ・系統 EMS、BEMS、PV、蓄熱、通信  
富士電機（株）  
東京瓦斯（株）  
三菱重工業（株） 
 ・ＢＥＭＳ、燃料電池、コジェネ、ガスエンジン  
古河電気工業（株）  
古河電池（株）  
 ・鉛蓄電池  
清水建設ＳＮＡ（清水建設現地法人）  
 ・現地工事業務  
 ・現地運転・計測業務  
 

ＮＥＤＯ 

日本法人委託契約 

米国法人請負契約 
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Ⅳ．全体総括研究 

 

 

 

 

全体研究取りまとめ等 

 

 

 

 

 

 

ⅰ） スマートグリッド全体とりまとめ研究     ⅱ） ＰＶ等分散電源の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）分散電源保安技術に関する検討   ⅳ）サイバーセキュリティ及び情報通信技術の研究 

 

 

 

 

 

 

ⅴ） モデル・シミュレーション開発 

 

 

 

 

 

 

 ※東芝、伊藤忠商事のみ平成 26 年度まで実施 

ＮＥＤＯ 

伊藤忠商事（株）  
アクセンチュア（株） 
・全体総括研究取りまとめ 
・データマネージメント 
・実証サイト運営支援  
 

（株）東芝 
・取りまとめ  
（株）日立製作所  
 

京セラ（株） 
・取りまとめ 
富士電機（株） 
東京瓦斯（株） 
三菱重工業（株） 
（株）ＮＴＴファシリティーズ 
 （再委託）東京工業大学 

(株)関電工 
・取りまとめ 

（再委託）(財)電気安全環境研究所 
 

㈱東芝 
・取りまとめ 
(株)サイバーデｨフェンス研究所 
 （再委託）(財)電力中央研究所 
 

(株)東芝 
・取りまとめ 
（再委託）京都大学 
日本電気（株）  

委託契約 
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（別紙１－４） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

都市廃棄物高効率エネルギー回収技術実証事業（中国） 
 
２．背景及び目的・目標 

新設される廃棄物発電施設に中国従来技術より燃焼効率及び発電効率が高い「次世代ストーカ焼

却システム」を導入し、環境性能の高いゴミ焼却を促進するとともに、発電量の増加にともなう代

替エネルギー量の増加により、事業採算性を向上させ、もって当該技術の普及を実現する。 

 

〔実証事業の目標〕 

・石油代替エネルギー効果目標値   ： １７，０００ toe/年  

・温室効果ガス削減目標値      ：  ９，０００ t-CO2/年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２２年度～２６年度 

 

３．２ 実施内容 

実施内容は、焼却炉に空冷壁、強制空冷火格子を採用し、排ガス再循環による、低空気比高温燃

焼を行い、高温燃焼排ガスから廃熱ボイラで熱回収し、高温高圧蒸気による蒸気タービン発電を

行うもの。また、排ガス再循環により、ＮＯＸ低減化を図る。 

 
（実施体制） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 

設備機器の製作及び輸送を実施する。 

中国国家発展改革委員会 

呼和浩特市京城固体廃物処置有限

公司（ＳＰＣ） 
（出資元） 
・北京機電院高技術股份有限公司

・呼和浩特市城発投資経営有限責

任公司 
・北京環境衛生投資有限公司 

ＮＥＤＯ 

荏原環境プラント（株） 

対象国 日 本 

協定付属書（ＩＤ） 

基本協定書（ＭＯＵ）

委託 指示・協力 



２０ 
 

⑤据付・試運転 

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 

中国国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

  ①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施した。 

②現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施した。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計の一部を行った。 

④機器製作・輸送 

設備機器の製作及び輸送を実施した。 

⑤据付・試運転 

日本側の指導の下、設備機器の据付・試運転を実施した。 

⑥実証運転 
 設備の実証運転を行い、設備の実用性を一部実証した。 

 
４．平成２６年度事業内容 

⑥実証運転 
 設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 
中国国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動の準備をすすめる。 

 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １４百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 

（注１）事業期間は、事業の進捗により、変動することがあり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－５） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

産業廃棄物発電技術実証事業（ベトナム） 
 
２．背景及び目的・目標 

対象国のベトナム社会主義共和国では近年の急速な経済発展により、エネルギー供給の不足や深刻

化する環境汚染への対策が喫緊の課題になっている。産廃は主に埋立て処理されてきたが、更なる埋立

地確保等には限界があり、同国が早急な産廃物減容化に取組む必要性に迫られることが調査で分かって

いる。本事業にて、日本で実用化されているダイオキシン対策が施された産業廃棄物焼却炉と排熱回収

発電設備をハノイ近郊ナムソン処理場へ導入し、上記の環境・エネルギー問題解消を実証する。更に、

ベトナムを始め周辺の東南アジアへの普及を目的とする。 

 

〔実証事業の目標〕 

・石油代替エネルギー効果目標値：   ６００toe/年  

・温室効果ガス削減目標値： ２，４６８t-CO2/年 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２４年度～２６年度 

 

３．２ 実施内容 

現在、埋め立て処分されている産業廃棄物をダイオキシン対策の施された高温焼却炉で焼却し、

排熱は、高温・高圧ボイラの運転に利用し、発電を行う。本事業実施によりダイオキシンをはじ

めとする有害物質の排出を抑えた環境負荷の少ない焼却炉を導入すると同時に、未利用エネルギ

ーの有効利用として廃棄物発電を行い、総合的な環境負荷低減を実証する。 

 

＜実施体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 

設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 

ベトナム 天然資源環境省 
ハノイ市人民委員会 

ハノイ URENCO 

NEDO 

日立造船（株） 

対象国 日 本 

付属協定書 

基本協定書 

委 託 指示・協力 



２２ 
 

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 

国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施した。 

②現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施した。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を行った。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作及び輸送を実施した。 

 
４．平成２６年度事業内容 

③設計 
設備の詳細設計を行う。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 
設備機器の据付及び実証運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 

国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 
 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ３７９百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 

 

 
 
 
 
 
 
 



２３ 
 

（別紙１－６） 
プロジェクト番号：P93050 

 

１．件 名： 

ハワイにおける日米共同世界最先端の離島型スマートグリッド実証事業（米国） 
 
２．背景及び目的・目標 

地球環境問題の高まりから、再生可能エネルギーの導入によるエネルギー源の多様化・ＣＯ２削

減、電気自動車（以下、ＥＶという）をはじめとする次世代自動車の導入、及びエネルギー利用の

効率化による省エネ促進が、世界中で注目されている。 

再生可能エネルギーの導入促進は世界各国にて取り組まれているが、天候による出力変動が大き

く、出力制御および予測が困難であるがゆえに、大量導入された場合、地域的な電圧変動問題や電

力系統全体の余剰電力、周波数への影響問題などの課題が知られている。 

こうしたエネルギー供給源の出力変動と、家電やＥＶなどにおける需要変動の双方に適切に対応

し、エネルギー利用を効率化するために、情報通信技術を活用して効率的に需給バランスをとるな

どのインテリジェンス性をもった電力系統システムとして、「スマートグリッド」が注目されてい

る。 

一方離島では、エネルギーセキュリティ問題、エネルギーコストが高いという経済的問題、環境

問題などの共通課題があり、それらを解決するため、再生可能エネルギーの導入に対するニーズは、

他地域以上に高い。中でもハワイ州においては、２０３０年までにハワイ州のエネルギーの７０％

をクリーンエネルギー（再生可能エネルギー４０％、エネルギー消費の改善３０％）に転換すると

いう目標が設定され、この目標を達成すべく、再生可能エネルギーの導入と、それを可能とするス

マートグリッドの実証事業※１が展開されている。 

このような状況の中、２００９年１１月、日米首脳会議にて合意した日米クリーンエネルギー技

術協力に基づき、２０１０年６月、経済産業省、米国エネルギー省、沖縄県、米国・ハワイ州間で、

沖縄・ハワイ クリーンエネルギー協力に係る覚書が交わされた。更に２０１０年１０月、ＮＥＤ

Ｏはハワイ州政府との間で、本協定を利用し、スマートグリッド分野での共同研究及びその共同実

証を推進するための同意書（ＬＯＩ）を締結した。この合意に基づきＮＥＤＯは、ハワイ州、ハワ

イ電力、ハワイ大学、米国国立研究所とともに、日米共同世界最先端離島型スマートグリッド実証

を展開する。 

本実証事業では、すでに再生可能エネルギーの導入が進んでいるマウイ島において、再生可能エ

ネルギーの出力変動による周波数への影響、および配電系統の電圧問題など顕著化しつつある問題

を解決するための技術を取り入れたシステムを構築し、実証する。 

本実証事業を通じ、①マウイ島において、日米のスマートグリッドに係る世界最先端の技術を比

較、検証することによるシナジー効果が期待できる、②本実証事業で得られる様々なデータを有効

に活用することにより、スマートグリッド標準化活動に資することが期待できる、③離島のエネル

ギーコストが他地域に比べ高いという現状を踏まえ、ビジネスベースでの展開を視野に入れたシス

テムを構築・実証することにより、世界の離島における低炭素社会システム展開を図るための足掛

を得ることが期待できる。 

 

※１マウイ島において、すでに米国エネルギー省の予算を投じ、スマートグリッドプロジェクト（予

算規模＄１５Ｍ）が立ちあげられている。 

 

［実証研究の目標］ 

最終目標（平成２７年度末） 

① 再生可能エネルギーの出力変動による周波数への影響など、電力系統への影響を緩和するため

の、ＥＶ充電、および電力系統内に設置した蓄電池を制御するＥＶＭＳ（EV Management System）

を構築し、有効性を実証する。 

② 全米共通の課題である配電系統の信頼性向上を目的として、太陽光発電（以下、ＰＶという）・

ＥＶが導入された配電線において、電圧変動や低圧変圧器の過負荷などの影響を緩和し、また

上位系統と協調運転が可能なＤＭＳ（Distribution Management System：配電用変電所レベル）

を構築し、有効性を実証する。 
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③ ＰＶ、ＥＶが導入された低圧系統（低圧変圧器レベル）において、低圧変圧器の過負荷などの

影響を緩和し、その上位のＤＭＳと協調運転が可能なμ‐ＤＭＳ（低圧変圧器レベル）を構築

し、実証する。 

④ ＰＶ用スマートＰＣＳ、ＥＶ用スマートチャージャーを導入し、自端制御および集中制御の比

較検証を実施する。 

⑤ マウイ島内の系統安定化に貢献する十分な台数の EV および充電器を活用し、V2G およびバー

チャルパワープラントに関する実証をおこなう。 
 

３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

ＮＥＤＯからの受託者とハワイ州の関係機関は、本実証研究事業の実施の詳細を規定する協定付

属書（ＩＤ）を締結し、以下に揚げる事項について、下記のフェーズにて共同で実証事業を実施

する。 

ⅰ．詳細調査・設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

ⅱ．製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

ⅲ．据付・試運転 

設備機器の据付・試運転を実施する。 

ⅳ．実証運転・普及啓発 

設備の実証運転を行い、設備の実現性及びエネルギー技術の有効性を実証する。 

ⅴ. 総括研究 

 

３．３ 進捗状況 

ⅰ．詳細調査・設計 
V2G およびバーチャルパワープラントに関する機器の詳細設計および米国側とのレビュー

を行った。 
ⅱ．製作・輸送 

V2G およびバーチャルパワープラントに関する機器の製造・製作・テストを行った。 
ⅲ．据付・試運転 

輸送した機器の現地総合試験を実施した上で、試運転を開始した。 
ⅴ. 総括研究 

機器仕様を検討すると同時に、導入されるシステムによるスマートグリッドによる効果、評

価項目を検討した。また、離島型スマートグリッドに関するビジネスモデル構築に向けた検

討、経済性評価に関する検討を実施した。 

 
４．平成２６年度事業内容 

ⅰ．詳細調査・設計 

米国側のレビューを踏まえて、V2G およびバーチャルパワープラントに関する機器の詳細

設計への反映を行う。 

ⅱ．製作・輸送 

V2G およびバーチャルパワープラントに関する機器の製造・製作・テストおよび現地への

輸送を行う。 

ⅲ．据付・試運転 
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輸送した機器の現地総合試験を実施した上で、試運転を行う。 

ⅳ．実証運転・普及啓発 

各機器の実証運転を開始して電力系統制御機能や急速充電サービスを提供しながら、実証デ

ータ収集を行い、機器の評価やシステムの分析を行う。 

ⅴ. 総括研究 

機器仕様を検討すると同時に、導入されるシステムによるスマートグリッドによる効果、評

価項目を検討する。また、離島型スマートグリッドに関するビジネスモデル構築に関する検

討、経済性評価に関する検討を実施する。 

 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １，０００百万円 
 
６．その他重要事項 

６．１ 評価  

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を平成

２８年度に実施する予定である。  

 

６．２ 運営管理  

実証研究全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び委託事業者と密接な関係

を維持しつつ、本実証研究の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

 

６．３ その他 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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７．実施体制 
プロジェクトリーダー：諸住 哲（NEDO スマートコミュニティ部 統括研究員） 
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（別紙１－７） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

馬鈴薯澱粉残渣からのバイオエタノール製造実証事業（中国） 

 
２．背景及び目的・目標 

中国では、自動車保有台数の飛躍的な増大にともない、ガソリン消費量は著しく増加傾向にある。

２０２０年にＥ１０を全土で導入するために、燃料用エタノールの製造が課題となっているが、食

料価格の高騰を避けるため、政府はトウモロコシ等の食料からのエタノール生産プラントの新設は

認めていない。 

本事業では、未利用資源の有効利用、温室効果ガスの排出削減、食料価格の高騰回避にも貢献す

る、非食用作物である馬鈴薯澱粉残渣を有効利用してバイオエタノールを製造する技術を確立し、

今後の普及を図ることを目的として実証事業を実施する。 

 

〔実証事業の目標〕 

石油代替エネルギー効果目標値：  ２，１３３toe/年 

      温室効果ガス削減目標値 ：  ６，４８４t-CO2/年 

（エタノール生産能力８，１２５ｋＬ/年（稼働日数：年間１６０日）での試算結果） 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

本事業では、澱粉質とセルロース質が複雑に絡み合った構造を持ち通常のセルラーゼでは糖化す

ることができない未利用の馬鈴薯澱粉抽出残渣から低コストの燃料用バイオエタノールを製造

し、食糧と競合しないエタノール製造技術を実証する。 

 
（実施体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

国家発展改革委員会 
国家能源局 

北大荒馬鈴薯集団有限公司 

NEDO 

双日（株） 

対象国 
日 本 

付属協定書 

基本協定書 

委託 

日立造船（株） 

黒竜江省農墾総局 
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③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 

設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 

国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

Ｈ２２年度実施可能性調査を実施。 

Ｈ２３年度実施可能性調査評価を経て、実証事業へ移行することに決定し、委託契約を締結。Ｈ

２３年度、Ｈ２４年度、Ｈ２５年度、協定書関連業務（基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（Ｉ

Ｄ）内容の策定）、現地相手先との協議、現地（実施サイト）調査、設備の基本設計を実施。Ｍ

ＯＵ締結交渉遅延により、設備の設計の一部を行った。 

 

 
４．平成２６年度事業内容 

 ①協定書関連業務 
基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 
実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 
設備の詳細設計を行う。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 
設備機器の据付を実施する。 

 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ５０７百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は、事業の進捗により、変動することがあり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－８） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

キャッサバパルプからのバイオエタノール製造技術実証事業（タイ） 

 
２．背景及び目的・目標 

タイでは、近年の急速な経済発展により、エネルギー消費量が著しく増加する傾向にあるものの、

その大半を輸入に依存している。このため、タイ国政府は、輸入石油依存度低減（エネルギー自給

体制の確立）等に向けた燃料用エタノールの導入を推進しており、今後の導入拡大に向けて、バイ

オエタノールの増産を目指す意向である。 

本事業では、安価で豊富なバイオマスであるキャッサバからデンプンを抽出した農業残渣のキャ

ッサバパルプを原料とするバイオエタノール製造技術を確立し、今後の普及を図ることを目的とし

て実証事業を実施する。 

 

〔実証事業の目標〕 

石油代替エネルギー効果目標値：  ２０，６４７ toe/年 

      温室効果ガス削減目標値 ：  ６２，７３６ t-CO2/年 

（エタノール生産能力３０，０００ｋＬ/年（稼働日数：年間３００日）での試算結果） 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～２７年度 
 

３．２ 実施内容 

本事業では、食糧と競合しないエタノール製造技術の確立に向けて、高温発酵酵母を用いたキャ

ッサバパルプを原料として液体燃料用途のバイオエタノールを低コストで製造する技術を実証

する。 

 
（実施体制） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

委託 

磐田化学工業㈱ 

対象国 

NEDO

サッポロビール㈱ 

日 本 

付属協定書 

基本協定書 

Ubon Ratchathani 
University 

EBP Ethanol Co., Ltd. 

Chulalongkorn University 

National Innovation 
Agency (NIA), MOST  
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②現地調査 
実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 
設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 
日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 

⑥実証運転 
設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 
国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 
３．３ 進捗（達成）状況 

③設計 
設備の基本設計を行った。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作及び輸送を実施した。 

⑤据付・試運転 
日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施した。 

⑥実証運転 
設備の実証運転を開始した。 

 

４．平成２６年度事業内容 

 
⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 
⑦普及活動 

国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 
 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ５３百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は、事業の進捗により、変動することがあり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－９） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

酵素法によるバイオマスエタノール製造技術実証事業（タイ） 

 
２．背景及び目的・目標 

タイでは、近年の急速な経済発展により、エネルギー消費量が著しく増加する傾向にあるものの、

その大半を輸入に依存している。このため、タイ国政府は、輸入石油依存度低減（エネルギー自給

体制の確立）等に向けた燃料用エタノールの導入を推進しており、今後の導入拡大に向けて、バイ

オエタノールの増産を目指す意向である。 

本事業では、バガスエタノール製造プロセスに、酵素法によるセルロース分からのエタノール製

造技術を新たに追加導入してバイオエタノール製造する技術を確立、今後の普及を目的として実証

事業を実施する。 

 

〔実証事業の目標〕 

石油代替エネルギー効果目標値：  ７．２１×１０３ toe/年 

      温室効果ガス削減目標値 ：  ２８，９９４ t-CO2/年 

（エタノール生産能力１７，０００ｋＬ/年（稼働日数：年間３００日）での試算結果） 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～２８年度 

 

３．２ 実施内容 

本事業では、経済的なバイオエタノールの製造プロセスの確立を向けて、日本独自の酵素生産菌

アクレモニウムを用いた現地オンサイト生産による酵素製造を行い、バガスからのエタノール製

造技術を実証する。 

 
（実施体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

Thai Roong Ruang (TRR) 
月島機械㈱ 

NEDO 

対象国（タイ） 日 本 

付属協定書 

基本協定書 

委託 

JFE エンジニアリング㈱ 

工業省 OCSB 
（サトウキビ／砂糖局） 
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実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 

設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 

国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

Ｈ２２年度実施可能性調査を実施。 

Ｈ２３年度実施可能性調査評価を経て、実証事業へ移行することに決定し、委託契約を締結。Ｈ

２３年度、Ｈ２４年度、Ｈ２５年度、協定書関連業務（基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（Ｉ

Ｄ）内容の策定、締結、現地（実施サイト）調査、設備の基本設計を実施。ＭＯＵ締結交渉遅延

により、事業期間を延長した。設備の設計の一部を行った。 

 

 
４．平成２６年度事業内容 

 ②現地調査 
実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 
設備の詳細設計を行う。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 
設備機器の据付を実施する。 

 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ８１９百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は、事業の進捗により、変動することがあり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－１０） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

  大規模太陽光発電システム等を利用した技術実証事業（インド） 
 
２．背景及び目的・目標 

インドでは、経済発展に伴い電力供給不足が顕著となっており、インドの電力需要は 2030 年には 2005

年の約 3倍に増加するとの予測もある。インド政府は、今後の再生可能エネルギーの導入促進計画とし

て、2009 年末に National Solar Mission（NSM）を発表した。この計画は、2022 年までに太陽光発電を

20GW 導入するための有効な政策枠組みを構築するとしており、今後 10 年にわたり大規模な太陽光発電

市場が形成されることが期待される。 

本事業は、当該技術（電力安定化技術、マイクログリッド制御技術、太陽電池、系統連系技術等）を

用いて工業団地及び電力系統に対し電力安定供給を行うことにより、我が国で開発された技術の有効性

実証と普及を目指すものである。 

 

〔実証事業の目標〕 

・石油代替エネルギー効果目標値：約３，０００toe/年 
・温室効果ガス削減目標値：約８，２６７-t CO2/年 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２２年度～２６年度 

 

３．２ 実施内容 

ラジャスタン州ニムラナ工業団地内に太陽光発電システムを設置し、さらに太陽光発電システム

と複数のディーゼル発電機と接続したマイクログリッドシステムからなる電力供給システムを

構築し、入居企業及び電力系統に対し電力の安定供給を行うことにより、その有効性を実証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

㈱日立製作所 

NEDO 

対象国 日 本 

付属協定書 

基本協定書 

委託 

伊藤忠商事（株） 

（株）日立ﾌﾟﾗﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 

財務省経済局、 
新・再生可能エネルギー省、

デリー・ムンバイ産業大動脈

開発公社（DMICDC） 
 

（株）日立システムズ 

DMICDC 
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実施サイトの調査をインド側と共同で実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④ 機器製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

⑤ 据付・試運転 

日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑥ 実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦ 普及活動 

インド国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）締結等に係る業務を実施した。 

②現地調査 

実施サイトの調査をインド側と共同で実施した。 

③SPV 設立準備 
SPV の出資比率についてインド側と協議し、出資構成を決定した。 

 
４．平成２６年度事業内容  

①協定書関連業務 
基本協定書（ＭＯＵ、2012/4/30～2014/5/31）の期間延長、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業

務を実施する。 
②設計 
設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

③機器製作・輸送 
設備機器の製作・輸送を実施する。 

④据付・試運転 
日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １５４０ 百万円 
 

６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間については、期間の延長を予定。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－１１） 
プロジェクト番号：P93050 

 

１．件 名： 

 リヨン再開発地域におけるスマートコミュニティ実証事業（フランス） 
 
２．背景及び目的・目標 

欧州では、２０２０ 年までに温室効果ガス排出量を２０％削減し、再生可能エネルギーの割合を２

０％に拡大、エネルギー効率を２０％向上させる政策目標をかかげており、これらを達成するための関

連技術の導入が進められている。都市再開発に合わせて新築されるビルにおいてフランスにおける省エ

ネルギー目標を達成するための関連技術を導入し、さらに情報通信技術を用いたＰＶ遠隔監視システム

やＥＶ充電課金システム、及び都市再開発地域内でのエネルギー消費監査等の仕組みを構築する。  

フランスにおけるこれら実証研究を通じ、①本実証研究で得られる様々なデータを有効に活用するこ

とにより、スマートグリッド標準化活動に資することが期待できる、②電力市場の自由化が進んだ地域

においてシステム実証し、日本国内の規制緩和や社会システム変革にデータ・知見をフィードバックす

る、③日本企業の関連技術の導入・システム実証を通じて、欧州をはじめとする世界展開への足掛かり

を得ることが期待できる。 

 

〔実証事業の目標〕 

最終目標（平成２７年度末） 

①Task1:フランス側の目標であるPEB(Positive Energy Building)の達成を可能とする関連技術を導

入し、その適合性を検証するとともに、現地のエネルギー使用形態に適合したビルエネルギーマネ

ジメントシステム（以下、BEMSという）の効果を計測し、有効性を実証する。さらに、再生可能エ

ネルギーの代表であり、今後も大量導入が想定されるPVについて、パネルの故障・発電量低下を集

中遠隔監視するシステムの導入効果を計測し、有効性を実証する。 

②Task2:EVなどの次世代自動車の普及に伴い充電インフラの互換性や信頼性を実証し、国際標準化活

動に貢献するとともに、EVをカーシェア事業として運営することにより、都市共通の課題である交

通渋滞や駐車場不足に対する解決策としての有効性を検証する。さらに、PV発電時により多くＥＶ

が充電される仕組みを構築し、将来のPV大量導入に伴う余剰電力への対策として、電力の需給バラ

ンスへの貢献を実証する。 

③Task3:住宅を対象にエネルギーモニタリングの仕組みを構築し、省エネルギー効果を検証するとと

もに、情報セキュリティの必要性や需要家のニーズを検証する。 

④Task4:再開発地域内のエネルギーを中心としたリアルタイムデータや統計データなどを収集し、加

工して情報提示するコミュニティマネジメントシステム(以下CMSという)を導入し、自治体などに

サービス提供するとともに、ビジネスモデルの確立を目指す。 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～平成２７年度 

 

３．２ 実施内容 

上記目標を達成するため、以下の項目について実施する。  

① 事前調査  

本実証研究の着手に先立ち事前調査を実施する。事前調査においては、本実証研究の最終目標を

達成するため、事前検討及び現地調査を含めた情報収集及び調査を行う。  

② 実証研究  

事前調査の結果を反映した実施計画に基づき、以下の項目について実証研究を行う。  

Task1：都市再開発に合わせて新設されるP-plotビルを対象にした、BEMS及びビル内需要設備 

の導入、運転管理、省エネルギーの実証  

Task2：都市再開発地域を中心としたエリア内におけるEV充電の課金管理システム、PV遠隔管

理システム等の構築・実証  

Task3：都市再開発地域を中心としたエリア内における住宅のエネルギーモニタリング実証 
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Task4：CMSの構築実証 

 

 

 ３．３ 進捗状況 

Task1： P-plot ビルの建築条件、稼働状態に基づく年間エネルギーシミュレーションにより、

PEB が成立することを確認した。(設計時コミッショニングの実施) 

P-plot ビルへの導入機器・システムの詳細仕様書作成を行った。 

Task2：EV 車載器、充電スタンド、カーシェアシステムとの通信インタフェースを規定した。 

カーシェア管理システムの詳細設計を行った。 

駐車場、充電スタンド設置、カーシェア事業運営に関わる許認可申請、充電スタンドの調

達・設置を行った。平成 25 年 10 月に運開式を行い、EV シェアリングオペレーション(フ   

ェーズ 1)を開始した。 

Task3: エネルギー情報収集方法に関する詳細定義を行い、機器・システムを製造した。前記、

エネルギー情報収集機器を対象住居に設置した。 

Task4: CMS に関する要求定義を行い、システム設計を開始した。 

 
４．平成２６年度事業内容 

Task1：BEMS および遠隔監視/故障診断システムを含む P-plot ビルへの導入機器・システムの 

製造・調達・設置工事を行い、実証運転を開始する。 

Task2：天気予報用いた PV 発電量の予測、PV 利用のため充電スケジュールの最適化を行うμEMS 
などのシステム設計・製造・試験調整を行う。 

EV シェアリングオペレーション(フェーズ 2)の開始 

Task3：エネルギー情報収集機器試験調整を行い、実証運転を開始する。 

Task4：CMS の製造・設置工事・試験調整を行い、実証運転を開始する。 

 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ５６９９百万円 

 
６．その他重要事項 

６．１ 評価  

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を平成

２８年度に実施する予定である。  

 

６．２ 運営管理  

実証研究全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び委託事業者と密接な関係

を維持しつつ、本実証研究の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

  

  ６．３ その他 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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７．実施体制 
 
 
 
 
 
 
          委託 
 
 
 
 

NEDO グランリヨン共同体

（株）東芝 

東芝ソリューション（株） 

Bouygues, Transdey 

Grand Lyon Habitat 

リヨン再開発公社 
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（別紙１－１２） 
プロジェクト番号：P93050 

 

１．件 名： 
スペインにおけるスマートコミュニティ実証事業 

 
２．背景及び目的・目標 

背景 

地球環境問題の高まりから、再生可能エネルギーの導入によるエネルギー源の多様化・省ＣＯ２化、

電気自動車（以下、ＥＶという）をはじめ次世代自動車の導入及びエネルギー利用の効率化による省エ

ネ促進が世界中で注目されている。 

また太陽光発電（以下、ＰＶという）をはじめとする再生可能エネルギーの導入促進は、世界の各国

が取り組んでいるが、天候による出力変動が大きく、制御が困難であるがゆえに、大量導入された場合、

地域的な電圧変動問題や電力系統全体の余剰電力が発生するなどの課題が知られている。 

こうしたエネルギー供給源の出力変動と、家電や電気自動車などにおける需要変動の双方に適切に対

応し、エネルギー利用の効率化を実現するために、情報通信技術を活用して効率的に需給バランスをと

り、さらに交通システムや人々のライフスタイル全体を視野に入れた社会システムとして「スマートコ

ミュニティ」という概念が注目されている。 

このようなエネルギーを地域単位で統合的に管理するシステムの構築には、必要な技術やルール等に

関し、暮らしを快適に保ちつつ社会的コストの低減といった観点も踏まえて検討を行うことが必要であ

り、エネルギー・社会システムを取り巻く状況変化が世界的にも広がりつつあることから、我が国の優

れた新エネ・省エネ技術やスマートコミュニティ関連技術を国際的に展開することは、国際貢献や我が

国としての新たな成長産業の育成につながる。 

一方、欧州では、２０２０ 年までに温室効果ガス排出量を２０％削減し、再生可能エネルギーの割

合を２０％に拡大、エネルギー効率を２０％向上させる政策目標をかかげており、これらを達成するた

めの関連技術の導入が進められている。 

本実証研究では、スペインにおけるスマートコミュニティ（再生可能エネルギー導入や省エネルギー

実現に向け、情報通信技術を用いて最大限の効果を出し、暮らしの快適さが確保される社会。また、電

力だけでなく、熱や交通、通信、水道など、他の公共サービスを含めて次世代化した社会）に関連する

技術及びシステムの実証研究を通じ、①本実証研究で得られる様々なデータを有効に活用することによ

り、スマートグリッド標準化活動に資することが期待できる、②電力市場の自由化が進んだ地域におい

てシステム実証し、日本国内の規制緩和や社会システム変革にデータ・知見をフィードバックする、③

日本企業の関連技術の導入・システム実証を通じて、欧州をはじめとする世界展開への足掛かりとする。 

また、ＮＥＤＯはスペイン政府・産業技術開発センター（ＣＤＴＩ）と、日本の企業等とスペインの

企業が実施する国際共同技術開発プロジェクトに対して企業等への共同支援を行う「ジャパン・スペイ

ン・イノベーションプログラム（ＪＳＩＰ）」を運営しており、このプログラムを利用してスマートコ

ミュニティ分野での共同研究、共同実証を推進している。本実証研究は、本プログラムに則り実施して

いる。 

 

[実証事業の目標] 
最終目標（平成 27 年度末） 

① スペイン側の政策目標の達成を可能とする関連技術を導入し、その適合性を検証するとともに、

現地のエネルギー使用形態に適合したスマートコミュニティ実現による効果を計測し、有効性を

実証する。また、国際標準化活動に貢献する。 

② ＥＶなどの次世代自動車の普及に伴い必要と考えられる充填インフラを含めた交通管理システム

の構築、再生可能エネルギーの発電時により多くＥＶ等が充電される仕組み、余剰電力を吸収す

るデマンドレスポンス効果を最大限発揮するようなエネルギーマネジメントシステム等を構築し、

その有効性を実証する。 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～平成２７年度 
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３．２ 実施内容 

（１）ＥＶ管理センタとＥＶインフラに関する実証 

下記（ａ）のインフラ構築を行い、そのパッケージ運用を以って、下記（ｂ）に示す領域の実証

を行う。 

（ａ） インフラパッケージ 

・充電ステーション情報管理端末（ＫＩＯＳＫ） 

・ＥＶ情報収集機能付き 車載端末 

・ＥＶ管理センタ 

（ｂ） 実証領域 

・電力再販事業 

・充電器管理事業 

・ＥＶ管理事業 

・ＥＶ電力管理事業 

（２）Ｍ：Ｎ出力配分型急速充電設備の実証 

都市部等の設置スペースが限られたロケーションやＥＶ増加に伴う「充電待ち」を解消する複数

口を持つ充電ステーションの構築を目的に、Ｍ：Ｎ出力配分型急速充電器による検証を行う。 

（３）電力マネジメントシステムの実証 

電力マネジメントのうち、ＥＶとＥＶインフラに関する新分野である下記アイテムについて実証

を行う。 

・急速充電器配置シミュレーション 

・統合型デマンドサイドマネジメント 

（４）統合ＩＣＴ基盤の実証 

プロジェクトの統合情報基盤として、下記アイテムの構築と実証を行う。 

・ＥＶ 及び 充電ステーションとの接続 

・ＥＶ管理システムとの接続 

・既存システムとの接続 

・会員管理／認証／課金およびインセンティブの計算 

・大量データの高速処理 

・地域情報の見える化 

（５）総合サービスシステムに関する実証 

センタに集約された情報を元に、例えば下記のようなサービスを提供するビジネスモデルの実証

を行う。 

・カーシェア管理サービス 

・フリート動態管理サービス 

・地域広告サービス 

（６）全体統括・グローバル展開・標準化 

今後の事業展開へのステップとして、以下の実証を行う。 

・実証事業を通じたビジネスモデルの構築 

・各実証項目におけるＣＯ２排出削減量の算出 

・グローバル展開を意識した標準化の促進 

 

３．３ 進捗状況 

平成２５年４月に現地にて運開式を行い、実証データの収集および分析を開始した。また総合サ

ービスシステムおよび、統合型デマンドサイドマネジメントの設計・製作を行った。 

 
４．平成２６年度事業内容 

設置したＥＶインフラを運用しながら実証データ収集を実施し、機器の評価や各システムのデー

タ分析を行う。また電力システム側との連携を行うためのデマンドレスポンスの設計や、ＥＶイン

フラを活用した総合サービスシステムの設計を実施する。 

 

５．平成２６年度事業規模 
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エネルギー対策特別会計（需給勘定） ８６０百万円 
 
６．その他重要事項 

６．１ 評価  

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を平成

２８年度に実施する予定である。  

 

６．２ 運営管理  

実証研究全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び委託事業者と密接な関係

を維持しつつ、本実証研究の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

  

   ６．３ その他 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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７．実施体制 

 

契約予定形態

委
託

三菱重工業㈱

・実証取り纏め

・次世代充電ステーション

・充電設備のスマートマネジメント

・電気自動車のスマートマネジメント

・ＥＶ電力需要コントロールに向けた統合マネジメント

・情報統合基盤インフラシステムの実証

・統合サービスシステムに関する実証

三菱商事㈱

・スペイン企業との調整

・事業要素及びサービスのパッケージング

・グローバル展開

・統合サービスシステムに関する実証

㈱日立製作所

・出力配分型急速・中速充電設備の実証

・電力マネジメントシステムの実証

・統合ＩＣＴ基盤の実証

・統合サービスシステムに関する実証

ＮＥＤＯ
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（別紙１－１３） 
プロジェクト番号：P93050 

１．件 名： 

省エネビル（ニューヨーク州立大学）実証事業（アメリカ） 
 
 
２．背景及び目的・目標 

アメリカ合衆国エネルギー省 (United States Department of Energy)は２０３０年までにすべ

ての新築業務ビル、２０５０年までに全ての業務ビルの正味エネルギー使用量をゼロにする

Net-Zero Energy Commercial Building Initiative を発表しており、大きな省エネルギー市場が

確立することが見込まれる。また、２００９年１１月日米間で日米クリーンエネルギー行動計画が

合意され、省エネルギービル分野においても日米共同の実証事業について検討を進めることが掲げ

られている。 

このような背景のもと、我が国の有する省エネルギー・石油代替エネルギー技術をニューヨーク

州の新設ビルを対象に導入・実証することにより、アメリカ合衆国のビル省エネルギー市場への日

本企業の参入を促進する。さらにはアメリカでの実績を広報材料とし、世界のビル省エネルギー市

場獲得を促進することを目的として実証事業を行う。 

 

〔実証事業の目標〕 

・省エネルギー効果目標値：   ５４０toe/年  

・温室効果ガス削減目標値： １，６００t-CO2/年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

ニューヨーク州立大学において、新築予定のビルを対象に、ＺＥＢ(ネット・ゼロ・エネルギー・

ビルディング）の実証を行う。本実証事業に先立ち実施した実施可能性調査において見極められ

た、技術実証事業を実施する上で適切な設備、規模、方法等により、日本技術による ZEB の有効

性の検証、実用化に向けた各種データ蓄積、普及に向けた適正化の検討を行う。 

 

＜実施体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＡ）、協定付属書（ＩＡ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

ニューヨーク州立大学 

ニューヨーク設計施工会社 

ＮＥＤＯ 

清水建設（株） 
Shimizu North America LLC 

対象国 日 本 

委託 

協定付属書 

基本協定書 

指示・協力 
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④機器製作・輸送 

設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 

国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況． 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＡ）、協定付属書（ＩＡ）締結等に向けての準備を実施し、基本協定書（Ｍ

ＯＡ）、協定付属書（ＩＡ）は一部機器数量を仮決めとして平成 25 年 7 月 31 日付けで締結した。 

②現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に関わる業務を実施した。 

③設計 

一部設備の基本設計及び詳細設計を実施した。 

 
 
４．平成２６年度事業内容 

①協定書関連業務 
基本協定書（ＭＯＡ）、協定付属書（ＩＡ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 
実施サイトの詳細調査に係る業務を実施する。 

③設計 
設備の基本設計を実施する。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作及び輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 
日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。 

 
 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ９５８百万円 
 
６．その他重要事項 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－１４） 
プロジェクト番号：P93050 

 

１．件 名： 

「中華人民共和国 江西省共青城におけるスマートコミュニティ技術実証事業」 
 
２．背景及び目的・目標 

今後発展が考えられる中華人民共和国内陸部の中小規模都市をターゲットに、同国国家計画に

沿ったバランスの取れた成長と、低炭素化による環境に優しい社会を両立するため、再生可能エ

ネルギー等を活用したスマートグリッドシステムと各種管理システムで構成されるスマートコ

ミュニティとしての技術実証を行う。 

本技術実証を通じ、①都市化の進展に伴って、人口増加が想定される内陸部の都市（江西省・

共青城市）において、同市や国家電網などとも共同し、経済成長と低炭素化の両立と、都市の変

化に柔軟に対応できるスマートコミュニティの中小都市向け先進的モデルの構築と、②中小都市

において都市全体を統合管理するＳＣＭＳと各種管理システムを組み合わせたパッケージ単位

や各種管理システム単位での普及など、中国での都市開発におけるグランドデザインからシステ

ム導入までの事業展開を視野に入れ、同国におけるビジネス戦略を策定し、技術普及の足掛かり

とする。 

 

〔実証事業の目標〕 

最終目標（平成２６年度末） 

・都市化の進展に伴って、人口増加が想定される内陸部の都市（江西省・共青城市）において、

同市や国家電網などとも共同し、経済成長と低炭素化の両立と、都市の変化に柔軟に対応で

きるスマートコミュニティの中小都市向け先進的モデルを構築し、実証する。 

・中小都市において都市全体を統合管理するＳＣＭＳと各種管理システムを組み合わせたパッ

ケージ単位や各種管理システム単位での普及など、中国での都市開発におけるグランドデザ

インからシステム導入までの事業展開を視野に入れ、同国におけるビジネス戦略を策定する。 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２３年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

①実施調査 

本実証事業の着手に先立ち、事前調査を実施した。事前調査においては、本実証事業の最終目

標を達成するため、事前検討及び現地調査を含めた情報収集及び調査を行った。 

実証対象都市の江西省・共青城市の市政府、住宅、工場や、地域配電会社である国家電網江西

省電力公司などを調査の結果、②項に掲げる実証内容について、地域ニーズへの適合と共に、今

後のビジネス展開に有効な実証データを取得しうることを確認し、実証事業実施計画を策定した。 

②技術実証 

平成２３年度に具体化を行った実証事業実施計画に基づき、各システムの設計に着手した。 

１） コミュニティ全体を協調して動作させ、効率的に計画・運用する統合ＥＭＳの構築および

実証 

・共青城市政府と共同し、各種管理システムと連携した都市の評価指標（ＫＰＩ）の計画・監

視・改善運用するスマートコミュ二ティ統合管理システム（ＳＣＭＳ）の構築と実証。 

・市民等に省エネルギー行動等を促す普及促進システムの構築と実証。 

２） 多様な都市活動全体の環境改善や省エネルギーを推進し、マネジメントするシステムの実

証 

・ビル・工場等の施設への高効率機器や、最適化制御を行うＢＥＭＳ、いくつかの施設を束ね

る群ＢＥＭＳの導入による低炭素施設モデルの構築と実証。 

・江西省電力公司、南昌大学、共青城市と共同し、住宅・キャンパスへのＨＥＭＳ、電力量見

える化システム、デマンドレスポンスの導入と、需要家参加型の「魅せる化」コンテンツの
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提供による省エネルギー化システムの構築と実証。 

３） 実証エリアに再生可能エネルギーを導入したスマートグリッド関連技術の実証 

・再生可能エネルギーの大量導入に向け、μＥＭＳ、太陽光発電システム、蓄電池を導入し、

電力系統を安定化するスマートグリッドシステムの構築と実証。 

４） 低炭素交通管理システムの実証 

・低炭素、省エネルギー、快適性を兼ね備えた次世代交通として、電気バス、充電設備を導入

し、かつ、ＳＣＭＳと連携してＣＯ２削減に寄与する新交通管理システムの構築と実証。 

・高速大容量通信（ＬＴＥ）を使ったバス内の表示端末等へ広告や環境意識向上を図るコンテ

ンツのリアルタイム配信により、バスの利便性やバスの定時運行への信頼性の向上や、自家

用車等から公共交通機関利用へのモーダルシフトに繋がるビークルロケーションサイネー

ジシステムの構築と実証。 

５） スマートコミュニティのビジネス戦略の策定 

・中小都市において都市開発段階でのスマートコミュニティのグランドデザイン提案へのアプ

ローチ方法と普及可能性について検討。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

平成２４年度に引き続き、実証事業実施計画の精緻化を行い、これに基づいて、ＮＥＤＯ－中

国政府間および委託先－中国側企業等の実施合意書を締結する予定であったが、日中間の諸問題

により、締結に至っていない。 

 
４．平成２６年度事業内容 

平成２５年度に引き続き、具体化を行った実証事業実施計画に基づき、各システムの詳細設

計・製造およびＮＥＤＯ－中国政府間および委託先－中国側企業等の合意書を締結を完了させる。

機器の現地据付工事を開始し、各サブシステムを含むコミュニティ全体のネットワーク構築を行

う。一部実証可能なサブシステムについては、試運転及び実証データの取得を開始する。 

 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ２３８８百万円 

 
６．その他重要事項 

６．１ 評価 

本実証事業のテーマについて、毎年度、ＮＥＤＯ内部において事業評価を行う。 

また、平成２７年度（事業終了後）においては、外部有識者による事後評価を実施する。なお、

評価結果はＮＥＤＯのホームページ等で公開する。 

 

６．２ 運営管理 

実証事業全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び委託事業者と密接な関係

を維持しつつ、本実証事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

 

６．３ その他 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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７．実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・新交通管理システム
・技術実証プロジェクトマネジメント 
・スマートコミュニティのビジネス戦略の策定 

・スマートコミュニティ統合管理システム
・工場・ビルの省エネルギー化システム 
（排水処理の省エネルギー化システムを含む） 

・住宅・キャンパスの省エネルギー化システム 
・スマートグリッド需給制御システム 
・技術実証プロジェクトマネジメント 
・スマートコミュニティのビジネス戦略の策定 

委託 

ＮＥＤＯ 

・住宅・キャンパスの省エネルギー化コンテンツ 
・スマートコミュニティのビジネス戦略の策定 

・住宅・キャンパスの省エネルギー化システム
・スマートコミュニティのビジネス戦略の策定 

・ビークルロケーションサイネージシステム 
・スマートコミュニティのビジネス戦略の策定 

・技術実証プロジェクトマネジメント
・スマートコミュニティのビジネス戦略の策定 

・技術実証プロジェクトマネジメント
・スマートコミュニティのビジネス戦略の策定

株式会社東芝

東芝ソリューション株式会社

株式会社スマートコミュニケーションズ

東芝（中国）有限公司

伊藤忠商事株式会社

伊藤忠（中国）集団有限公司

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ
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（別紙１－１５） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

  膜技術を用いた省エネ型排水再生システム技術実証事業（サウジアラビア） 
 
２．背景及び目的・目標 

近年、人口の増加、経済成長に伴う都市型生活様式への変化等を背景に、世界の水需要量が急増し

ている。その解決策として海水から淡水を得る海水淡水化による造水が増加している。海水淡水化の

方法として、近年はＲＯ膜によるろ過法（ＳＷＲＯ法）が増加している。しかしながら、ＳＷＲＯ法

は従来の河川水等の在来型水源での造水方法と比べると１０倍程度の多量のエネルギーを必要とす

る。海水淡水化は水不足解決のための有効な手段であるが、世界が化石燃料への依存を減らして低炭

素社会へ進んでいる中、その多量のエネルギー消費・温室効果ガス排出が問題視されており、省エネ

性に優れた造水技術が求められている。 

当該技術（膜技術を用いた工業排水の再利用）はＳＷＲＯ法に代わる膜技術を用いた省エネ性に優

れた造水手法であり、これを工業団地に工業用水として供給することにより、我が国で開発された技

術の有効性実証と普及を目指すこととする。 

 

〔実証事業の目標〕 

・省エネルギー効果目標値：  １，７２０  toe/年 

・温室効果ガス削減目標値：  ５，６１１  t-CO２/年 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２４年度～２６年度 

 

３．２ 実施内容 

サウジアラビア工業団地公団（ＭＯＤＯＮ）が所有するＤａｍｍａｍ１工業団地に処理水量５，

０００ｍ３／日、供給水量３，５００ｍ３／日の工業排水再生プラントを設置するとともに、再生水

を工業用水として供給する実証事業を行う。この実証事業の成果を基に、ＭＯＤＯＮの所有する他

の工業団地、またその他のサウジアラビア国内外の工業団地へ、排水再利用システムの普及を図る。 

 

①現地調査 

実施サイトの基礎調査をＭＯＤＯＮと共同で実施する。 

②設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

③機器製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

④据付・試運転 

日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑤実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑥普及活動 

サウジアラビア国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

ＮＥＤＯ 

［実施体制］ 

サウジ工業団地公団 
（MODON）

千代田化工建設（株） 

基本協定書（ＭＯＵ）

委託

協定付属書（ＩＤ）
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３．３ 進捗（達成）状況 

平成２２～２３年度に実施可能性調査を実施した。 

平成２４年 ２月 ＮＥＤＯはＭＯＤＯＮとＭＯＵを締結。 

平成２４年１１月 委託先はＭＯＤＯＮとＩＤを締結。 

平成２５年 ３月 委託先は日本側所掌である基本設計を完了。 

平成２５年１２月 サウジアラビア側所掌の建設工事についてMODONにてコントラクターを選定中。 

 
４．平成２６年度事業内容  

③機器製作・輸送 
 設備機器について製作・輸送を実施する。 
④据付・試運転 
 日本側の指導の下に、設備機器について据付を実施する。 
⑤実証運転 
 設備の実証運転を行い、設備の実用性及び省エネルギー技術の有効性を実証する。 
⑥普及活動 
 サウジアラビア国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ３７０百万円 
 

６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は事業の進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－１６） 
プロジェクト番号：P93050 

 

１．件 名： 

  インドネシア共和国・ジャワ島の工業団地におけるスマートコミュニティ実証事業 

 
２．背景及び目的・目標 

インドネシアは、内需拡大を追い風に経済成長を持続しており、エネルギー消費の伸びが顕著である。

大規模な発電所の建設計画も立てられているが、計画遅延が発生しており、今後も電力需給の逼迫が懸

念される。こうした中、送変電系統の余力不足・メンテナンス不備等にも起因して、電圧降下、停電等

の電力品質劣化により、工場に悪影響（生産性低下等）を与えており、今後の工業団地の発展に向け、

電力の安定供給・品質改善が課題となっている。 

これら背景の下、２０１０年度に「インドネシア共和国ジャワ島における工業団地のスマートコミュ

ニティ技術導入可能性に関する調査」を実施し、関連する基礎情報の収集と工業団地へのスマートコミ

ュニティ技術普及可能性について検討を行った。この結果、同国工業団地は電力品質安定化にニーズを

有していることが明らかとなった。また日尼政策対話等の場を通じて工業団地におけるスマートコミュ

ニティ技術の導入の必要性について言及したところ、尼国側から導入に期待が示された。これらを踏ま

え、２０１１年４月７日付、ＮＥＤＯとインドネシア共和国・エネルギー鉱物資源省・新再生可能エネ

省エネ総局との間で本事業実施について合意し、本事業実施に係る合意書（ＬＯＩ）を締結した。 

そこで本事業ではインドネシア共和国・ジャワ島の工業団地をターゲットに、電力品質安定化と環境

に優しい低炭素社会を両立するために、スマートコミュニティ関連技術を導入・実証する。 

本実証事業を通じ、工業団地の電力品質安定化に対するスマートコミュニティ関連技術導入の有効性

を実証することにより、インドネシアをはじめとする東南アジア諸国の工業団地へビジネス展開するた

めの足掛かりとする。 

 

［実証事業の目標］ 

最終目標（平成２９年度末） 

・ インドネシア共和国・ジャワ島の工業団地における電力品質安定化対策等を目的に、スマートコ

ミュニティ関連技術を導入し、その効果を計測し、有効性を実証する。 

実証事業にて有効性が実証されたスマートコミュニティ技術関連ビジネスをインドネシアにて普及さ

せるための、オペレーション＆メンテナンス（Ｏ＆Ｍ）を主な業務とするＪＶＣの事業継続性を検証す

るとともに事業運営・事業推進体制を検証する。 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２４年度～平成２９年度 

 

３．２ 実施内容 

上記目標を達成する為に、以下３つの技術内容からなる実証を実施する。 

A) 電力品質の安定化技術 

・・大容量ＵＰＳ※１による高品質電力供給、電圧安定化装置、配電自動化 

 

B) エネルギーマネジメントシステム導入による省エネ 

・・・ＥＭＳ※２を基盤とするＤＳＭ※３による需要抑制、ＦＥＭＳ※４、ＥＳＣＯ※５サービスに

よる省エネ推進 

 

C) 上記Ａ）＆Ｂ）の基盤となるＩＣＴプラットホーム 

・・・高品質な通信インフラ、クラウド基盤、ＳａａＳ※６型業務アプリの提供 
※１ＵＰＳ：Uninterruptible Power Supply ※２ ＥＭＳ：Energy Management System 
※３ＤＳＭ：Demand Side Management   ※４ ＦＥＭＳ：Factory ＥＭＳ 
※５ＥＳＣＯ：Energy Service Company   ※６ ＳａａＳ：Software as a Service 

Ａ）からＣ）それぞれに対し、下記①から⑦の項目を実施する。 
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①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの調査をインドネシア側と共同で実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 

設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑥実証運転･結果評価 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性と経済性を評価して事業

の普及展開可否を判定する。 

３．３ 進捗状況 

平成２３年度にＦＳを実施した。 

平成２４年度にＦＳ評価を経て実証事業へ移行することに決定委託契約を締結した。 
平成２５年度には工業団地内の参加企業の募集とＳＯＷ（作業範囲記述書）を調整した上でＭＯ

Ｕの締結を実施した。詳細は下記の通り。 

 

共通事項 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を開始した。 

②実施サイト選定 

実施サイト候補の調査と評価を実施し、インドネシア側との合意のもとで最適な実施サイト 

の選定を実施した。 

 

A) 電力品質の安定化技術 

③現地調査 

参加企業の募集･誘致を行い、また、応募企業に対し、機器を導入するために必要な工場内

調査を実施した。 

<応募状況> 

参加表明工場数/募集工場数：4/4 

 

B) エネルギーマネジメントシステム導入による省エネ 

②現地調査 

参加企業の募集･誘致を行い、また、応募企業に対し、機器を導入するために必要な工場内

調査を実施した。 

<応募状況> 

EMS 参加表明工場数/募集工場数：1/1 

DSM 参加表明工場数/募集工場数：10/30 

工場設置型 FEMS 参加表明工場数/募集工場数：2/2 

クラウド FEMS 参加表明工場数/募集工場数：9/10 

 

C) 上述Ａ）＆Ｂ）の基盤となるＩＣＴプラットホーム 

②現地調査 

参加企業の募集･誘致を行い、また、応募企業に対し、機器を導入するために必要な工場内

調査を実施した。 

また、応募企業に対し、機器を導入するために必要な工場内調査を実施した。 

<応募状況> 

参加表明工場数/募集工場数：11/30 

 
４．平成２６年度事業内容 
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共通事項 

①協定書関連業務 
基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

A) 電力品質の安定化技術 

②設計 
設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

③機器製作・輸送 
設備機器の製作・輸送を実施する。         

④機器据付･工事 

     設備機器の据付・工事を実施する。 

 

B) エネルギーマネジメントシステム導入による省エネ 

②設計 
設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

③機器製作・輸送 
設備機器の製作・輸送を実施する。 

        ④機器据付･工事 

     設備機器の据付・工事を実施する。 

 

C) 上述Ａ）＆Ｂ）の基盤となるＩＣＴプラットホーム 

②設計 
設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

③機器製作・輸送 
設備機器の製作・輸送を実施する。 

        ④機器据付･工事 

     設備機器の据付・工事を実施する。 

      なお、平成26年度内に実証運転段階に移行する予定。 
 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ２,０４７百万円 
 
６．その他重要事項 

６．１ 評価  

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を平成

３０年度に実施する予定である。  

 

６．２ 運営管理  

実証研究全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び委託事業者と密接な関係

を維持しつつ、本実証研究の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

  

  ６．３ その他 

「３．２  実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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７．実施体制 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

インドネシア政府 

エネルギー鉱物資源省 

省新総局 

 

国営電力会社（PLN） 

 

NEDO 

 

住 商 機 電 貿 易 (株 ) 

富 士 電 機 (株 ) 

三 菱 電 機 (株 ) 

NTT コミュニケーションズ(株 ) 

住 友 商 事 （株 ） 

対象国（インドネシア） 日 本 

委託 

協定付属書 

（ＩＤ） 

基本協定書 

（ＭＯＵ） 

指示・協力 

実証サイト 

スルヤチプタ工業団地内工場 

 

NEDO 

 

[代表幹事] 

住商機電貿易 

 

 

・ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ 

・SPC 設立条件

調査・検討 

・普及戦略調査・

検討 

・事業性調査・検

討 

 

富士電機 

 

 

・電力品質安定

化 

・ｸﾗｳﾄﾞ FEMS お

よびｴﾈﾙｷﾞｰ需

給管理ｼｽﾃﾑ 

 

三菱電機 

 

 

・ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｻｲﾄﾞﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ及び

工場ｴﾈﾙｷﾞｰ

管理ｼｽﾃﾑ 

・通信ｼｽﾃﾑ 

 

NTT 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

 

・ICT ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

 

住友商事 

 

 

・現地工事 

・現地試験 

・土地使用合意 

・土地使用に伴う

管理・保守 
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（別紙１－１７） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

  携帯電話基地局エネルギーマネジメントシステム実証事業（インド） 
 
 
２．背景及び目的・目標 

人口約11億人を抱えるインドは、近年の急速な経済発展に伴い電力需要が急増しており、2030年

までに2006年度の5倍から7倍の電力需要が見込まれるとインド政府は予想している。一方で、国土

の広いインドでは全国に電力を供給する送電網の構築が困難であるとともに、急速な経済発展に比

して発電所の建設が追い付かず、停電が多発している。 

また、インドは世界最大の携帯電話市場であり、インド全体では約７億件の契約がある。月当た

りの新規加入者数は2千万件弱の割合で成長している。近年は農村地帯での携帯電話普及率が都市

部を追い越している。この市場を支えるインフラである携帯電話基地局は約40万か所あり、年間約

3万か所の割合で増加しており、インドの各携帯電話基地局の省エネを進めることが課題となって

いる。 

このように大幅なエネルギー需要の拡大が続いているインドの携帯電話基地局において、我が国

の有するエネルギーマネジメントに関連する技術を導入した場合の効果の実証を、インド共和国と

の共同事業として行い、当該技術の普及促進を図ることを本事業の目的とする。 

 

〔実証事業の目標〕 

・石油代替エネルギー効果目標値：約６８toe/年 
・温室効果ガス削減目標値：約２００t- CO2/年 

 
 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２５年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

  インドの携帯電話基地局において、再生可能エネルギーを導入し、我が国のエネルギーマネジメ

ント技術を適用することにより、環境負荷の低減を図りつつ、安定的に電力を供給するシステムを

実現するための実証事業を実施する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務省経済局 

通信・ＩＴ省 

新・再生可能エネルギー省 

実施サイト企業 

VIOM 社、GTL インフラテル社 

（携帯電話基地局会社） 

NEDO 

日 本 電 気 ㈱ 

㈱ピクセラ 

対象国（インド） 日 本 

委託 

ＩＤ 

ＭＯＵ 

指示・協力 
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①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの調査をインド側と共同で実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

⑧ 機器製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

⑨ 据付・試運転 

日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑩ 実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑪ 普及活動 

インド国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施した。 

②現地調査 

一部実施サイトの調査をインド側と共同で実施した。 

③設計 
一部設備の基本設計及び詳細設計を実施した。 

④機器製作・輸送 
一部設備機器の製作・輸送を実施した。 

 
 

４．平成２６年度事業内容  

①協定書関連業務 
基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの調査をインド側と共同で実施する。 
③設計 
設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 
設備機器の製作・輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 
日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性を実証する。 
 
 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ５９５百万円 
 
 

６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は事業の進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 



５５ 
 

 
 

（別紙１－１８） 
プロジェクト番号：P93050 

 
１．件 名： 

  省エネルギービル実証事業（中国・上海） 
 
 
２．背景及び目的・目標 

中国は高度経済成長により大都市を中心に高層ビルディング建設が進んでいるが、 一方でエネ

ルギー不足も顕在化しており、ビルの省エネルギーが省エネルギー対策分野で重要視されている。

第 12 次五ヶ年計画においても既存建築物の省エネ改造、新築建物の省エネ化を積極的に推し進め

るとの方針が示されたところである。 

都市化に伴うエネルギー消費の増大を抑える為、ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディング（ZEB）

の実現に向けて、多様な技術が実用化段階を迎えつつあるタイミングで、IT 技術、運用・管理ノウ

ハウ等日本の先進技術の中国での普及・展開に向けた足掛かりとする為、実証事業を行うものであ

る。 

具体的には、中国最大の国家研究機関である中国科学院が上海・浦東地区に新たに建設を計画し

ているライフサイエンス研究施設を対象に、建物に対する省エネルギー・高効率技術、BEMS または

設備機器を総合的に管理運用し省エネルギーを図るとともにエネルギー消費を見える化する技術

を導入し、高度な省エネビルを目指した実証事業を実施する。これをモデルとして中国各地の低炭

素・グリーン都市開発計画に中国科学院と共同で参画して行くことを目的とする。 

 

〔実証事業の目標〕 

・石油代替エネルギー効果目標値：約５３０toe/年 
・温室効果ガス削減目標値：約１，６００t- CO2/年 

 
 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２５年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

  中国科学院が上海・浦東地区に新たに建設を計画しているライフサイエンス研究施設を対象に、

建物に対する省エネルギー・高効率技術、BEMS等の管理運用技術を導入する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国科学院 

 

上海高等研究院 

NEDO 

㈱安 井 建 築 設 計 事 務 所  

パシフィックコンサルタンツ㈱ 

三 機 工 業 ㈱ 

対象国（中国） 日 本 

委託 

協定付属書 

（ＩＤ） 

基本協定書 

（ＭＯＵ） 

指示・協力 



５６ 
 

 

 

 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②現地調査 

実施サイトの調査を中国側と共同で実施する。 

③設計 

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④機器製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

⑤据付・試運転 

日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑥実証運転 

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性を実証する。 

⑦普及活動 

中国国内への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

①協定書関連業務 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施した。 

②現地調査 

実施サイトの調査を中国側と共同で実施した。 

 
 

４．平成２６年度事業内容  

①協定書関連業務 
基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

②設計 
設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

③機器製作・輸送 

設備機器の製作・輸送を実施する。 

 
 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） ９６ 百万円 
 
 

６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は事業の進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－１９） 

プロジェクト番号：P93050 
 
１．件 名： 

  英国・マンチェスターにおけるスマートコミュニティ実証事業（英国・マンチェスター） 
 
 
２．背景及び目的・目標 

英国では電力取引市場が整備され、電力の小売りが完全自由化されているため、顧客獲得競争が

激しく、囲い込みの施策が求められている。更に、英国政府が住宅分野におけるＣＯ２削減を推進

しているため、住宅でのエネルギー消費の多くを占める暖房等の熱利用をスマート化することが期

待されている。 

また、英国ではＥＵ指令に基づくＣＯ２削減策や、北海での資源の枯渇による発電コストの上昇

等が見込まれるため、ガスからの転換策として、２０２０年までにエネルギーの１５％以上を風力

等の再生可能エネルギーから供給するという目標を設定している。その結果、電力取引市場ではイ

ンバランスの拡大が予測され、このインバランス解消のための莫大なペナルティコストが発生する

可能性が出てくる。そのため、電力を供給するエネルギー小売事業者にとって、今後、電力取引市

場における自力での需給バランスの調整が重要な課題となり、自らの負荷調整能力（需要の増減の

コントロール）の強化が求められる。その手段として、需要側での直接負荷制御による素早い負荷

調整能力のニーズが増加してくるものと考えられる。 

このような英国の事情を踏まえ、我が国の優れたヒートポンプ技術とＩＣＴ関連技術により、本

実証事業では、住宅において既存のガス暖房から蓄熱機能のある貯湯タンク付きヒートポンプ温水

器（以下「ヒートポンプ」という。）に置き換え、ガスから電力エネルギーへのエネルギーシフト

と低炭素化を図る。また、この蓄熱機能を利用して、居住者の快適性を損なわず、電力市場等にお

ける需給バランスのギャップを埋めるようヒートポンプの電力消費のタイミングを変更させるこ

とが可能になると考えられる。更に、こうした住宅のヒートポンプ群を遠隔にて直接制御し、この

小口の負荷調整能力をアグリゲートするＩＣＴプラットフォームシステムを構築することでデマ

ンドサイドマネジメントを実現する。これにより、このシステムの電力取引市場等での需給バラン

ス調整能力としての有効性を実証する。今回の実証では、既にビジネス化している大口対象ではな

く、まだビジネスモデルが確立していない一般住宅からの小口電力消費のアグリゲーションビジネ

スモデルを確立する。 

 

[実証事業の目標] 

最終目標（平成２８年度末） 

①� 英国でヒートポンプを用いた小口需要抑制のアグリゲーション事業の有効性の検証を行う。 

②� ヒートポンプの普及およびアグリゲーションビジネスが継続的に持続できるビジネスモデルの

構築を行う。 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２６年度～２８年度 

 

３．２ 実施内容 

①英国でヒートポンプを用いた小口需要抑制のアグリゲーション事業の有効性の検証 

・英国の住宅でのエネルギー消費の大きい熱需要に着目して、公共住宅を対象とし、大マンチェ

スター広域市内の自治体保有の断熱改修済みの公共住宅６００軒に対して、ヒートポンプを導入

することにより、快適性を確保しつつ、エネルギーシフトとＣＯ２削減を実現できることを実証

する。その際、ヒートポンプ等の住宅設備機器は、本技術の普及展開時において公共住宅整備機

関や居住者が任意のメーカーの機器を導入することが想定されるため、複数メーカーの機器を導

入することができる「ヒートポンプアグリゲーションシステム」を開発する。（ヒートポンプメー

カのマルチベンダー化） 



５８ 
 

  ・公開インターフェースを通じてヒートポンプの簡易制御が可能な「ＨＥＭＳアグリゲーション

システム」を構築し、「ヒートポンプアグリゲーションシステム」と「ＨＥＭＳアグリゲーショ

ンシステム」をサブ・アグリゲータとした電力アグリゲータとの接続が可能な、標準規格の拡張

版であるオープンインターフェースを開発し、システム連係も検証する。（電力アグリゲータの

サブ・アグリゲーターのマルチベンダー化） 
・蓄熱機能としての貯湯タンクを備えたヒートポンプを集合的に管理するデマンドサイドマネジ

メントを実現する。各住宅のヒートポンプを遠隔にて直接制御して小口の電力消費から負荷調整

能力をアグリゲートするＩＣＴプラットフォームシステムを構築する。この負荷調整能力のアグ

リゲーションが、電力取引市場での需要バランス調整力として機能するか、その有効性を検証す

る。 
②ヒートポンプの普及およびアグリゲーションビジネスが継続的に持続できるビジネスモデルの

構築 

・ヒートポンプの更なる普及とアグリゲーションビジネスを継続的に持続させていくために必要

な制度変更や標準化に関する提言を含め、英国およびその他の国への当該技術の普及展開を図る

ビジネスモデルを構築する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．平成２６年度事業内容  

①英国でヒートポンプを用いた小口需要抑制のアグリゲーション事業の有効性の検証 
・対象となる公共住宅の選定 
・ヒートポンプ等の設置工事 

 
５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １，７３９百万円 
 
 

６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は事業の進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 

 
 
 
 
 
 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・技能省 

ｴﾈﾙｷﾞｰ・気候変動省 

大ﾏﾝﾁｪｽﾀｰ広域市 

 

住宅公社 

NEDO 

㈱日 立 製 作 所  

ダイキン工 業 ㈱ 

㈱みずほ銀 行  

対象国（英国） 日 本 

委託 

協定付属書 

（ＩＤ） 

基本協定書 

（ＭＯＵ） 

指示・協力 
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（別紙１－２０） 

プロジェクト番号：P93050 
 
１．件 名： 

  １０分間充電運行による大型 EV バス実証事業（マレーシア） 
 
 
２．背景及び目的・目標 

本事業は、欧州、中国勢に対し日本が劣勢な東南アジア向け都市交通事業分野において、急速充

電性能と長寿命特性を兼ね備えたチタン酸リチウムを用いたリチウム系二次電池を応用した超急

速充電方式（ターミナルでの 10 分間充電による運行）の大型 EV バスシステムを投入するものであ

る。 

EV バスの初期導入コストは CNG バス、ディーゼルバスよりも高いものの、量産数量ベースでのラ

イフサイクルコストでは同程度になり更に、燃料消費効率に優れ、NOｘ、SOｘのいずれもがゼロ排

出であることより、燃料費高騰、環境規制強化の潮流からも普及可能性を十分有している。マレー

シアにおいては、大容量電池搭載型の EV バスを提案する他国メーカが、同国で初の EV バスモデル

事業（2013 年 8 月～12 月）を実施し、初期量産受注を果たし、先行しているが、超急速充電方式

の EVバスは夜間充電方式の他国メーカとは異なる技術の EVバスシステムとしても非常に期待され

ている。 

東南アジア諸国の中でも、マレーシア政府は 2020 年迄に 2000 台のＥＶバス導入計画を打ち出す

など EV バス導入政策で先行している。そこで、マレーシアの行政首都かつ環境モデル都市プトラ

ジャヤ市等で、他国EVメーカに対して十分な価格競争力と品質を有していることを証明するため、

熱帯地域における電池の耐久性、充電特性、EV バスの走行データ等を取得し、路線バスの定期運行

や電力需給に支障をきたさない充電の最適なタイミングやそれと対応した運行ノウハウ等を含め

た超急速充電方式のＥＶバス運行を実証する。また、それをショーケースとして同じ熱帯雨林気候

のアセアン諸国への広域展開を図る。 

 

[実証事業の目標] 

最終目標（平成２７年度末） 

①熱帯地域における電池の耐久性、充電特性、EV バスの走行データ等を取得し、路線バスの定期運

行や電力需給に支障をきたさない充電の最適なタイミングやそれと対応した運行ノウハウ等を含

めた超急速充電方式のＥＶバス運行を実証する 

②EV バスおよび超急速充電器を用いたビジネスが継続的に持続できるビジネスモデルの構築を行

う。 

 
３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

平成２６年度～２７年度 

 

３．２ 実施内容 

東南アジア需要の中心となる、輸送能力の高い 12ｍ級長の大型 EV バス、10 分間充電運行に必要な

320kW 出力の超急速充電器を含む EV バスシステム、エネルギーモニタリングシステムを製作し、マレーシ

ア国プトラジャヤ市等の公共バス路線において実証を行う。 
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４．平成２６年度事業内容  

EV バスおよび超急速充電器の設計・製造を行う。 
 

５．平成２６年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １９９百万円 
 
 

６．その他重要事項 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 
（注１）事業期間は事業の進捗状況等により変動があり得る。 
（注２）事業規模については、変動があり得る。 

 
 

プトラジャヤ市 

 

プトラジャヤバス 

NEDO 

㈱東 芝  

㈱ピューズ 

㈱ハセテック 

（株 ）オリエンタルコンサルタンツ 

グルーバル 

対象国（マレーシア） 日 本 

委託 

協定付属書 

（ＩＤ） 

基本協定書 

（ＭＯＵ） 

指示・協力 


